
2022年11月24日 町田市ケアマネジャー連絡会

町田市いきいき生活部介護保険課

「町田市ケアマネジメントの基本方針ときゅうふさぷり」
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～本日のアジェンダ～

2

１.町田市ケアマネジメントの基本方針について

２.きゅうふさぷりについて

３.居宅介護支援事業所単位で抽出する
ケアプラン検証の届出について

４.判断に迷った時の手順について



１.町田市ケアマネジメントの基本方針について
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この数字は何を示していると思いますか？
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②９０．８％

①９２．４％

（参考）2022年3月アンケートより



この数字は何を示していると思いますか？
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②９０．８％

①９２．４％
町田市ケアマネジメントの基本方針が策定されていることを
知っていると回答した事業所の割合

①で知っていると回答した事業所のうち、町田市ケアマネジメント
の基本方針を活用していると回答した事業所の割合

（参考）2022年3月アンケートより



１.町田市ケアマネジメントの基本方針
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◆目的
ケアマネジメントの平準化や、給付の適正化のために、町田市におけるケ
アマネジメントに関する基本的な考え方を示すことを目的としています。

◆経緯
東京都の研修「自立支援・重度化防止に向けた主任介護支援専門員・保険
者研修」がきっかけで作成いたしました。主任介護支援専門員協議会、ケ
アマネジャー連絡会を通じてご意見をいただき、２０２１年２月にケアマ
ネジメント基本方針を策定いたしました。



１.町田市ケアマネジメントの基本方針
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・自立支援・重度化防止

・ニーズに合ったサービスの提供

・公正中立な支援

・多職種連携

町田市では、以下の4つの基本方針を定めています。

定期的に自身の
ケアマネジメントを
振り返るようにしま
しょう！



１.町田市ケアマネジメントの基本方針
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２.きゅうふさぷりについて
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２.介護給付適正化情報誌「きゅうふさぷり」
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きゅうふさぷりとは
町田市介護保険課では、介護給付の適正化事業の一環として
適正化情報誌「きゅうふさぷり」を作成しています。この
「きゅうふさぷり」は、ケアマネジャーの皆さんが適正なプ
ランを作成するうえで、考え方の一助になればと思い、発刊
しています。

【町田市ホームページ】
トップページ＞医療・福祉＞介護保険＞介護保険課からのお知らせ＞介護給付適正化情報誌「きゅうふさぷり」について

介護給付の適正化とは
介護給付を必要とする受給者を適正に認定し、受給者が真に
必要とする過不足ないサービスを、事業者が適切に促すこと
で、適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化
を通じて、介護保険制度への信頼を深め、持続可能な介護保
険制度の構築に資するものです。



２.契約時の説明について
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【町田市ホームページ】掲載なし
【きゅうふさぷり】制度改正特集号



２.契約時の説明について
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【町田市ホームページ】掲載なし
【きゅうふさぷり】2021年度制度改正特集号

運営基準減算になる
可能性があるので
注意しましょう！



２.軽度者における福祉用具貸与の届出
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【町田市ホームページ】
トップページ＞医療・福祉＞介護保険＞事業者の方へ＞福祉用具＞福祉用具貸与について
【きゅうふさぷり】Vol.２,Vol.８

◆対象となる福祉用具貸与となる種目
・車いす及び車いす付属品
・特殊寝台及び特殊寝台付属品
・床ずれ防止用具および体位変換器
・認知症老人徘徊感知器
・移動用リフト（つり具部分を除く）
・自動排泄処理装置

◆軽度者の福祉用具貸与について
福祉用具貸与において、軽度者（要支援１・２及び要介護１、自動排泄処理装置について
は要介護３以下）の方は、その状態像からみて下記の福祉用具の使用が想定しにくいため、
原則として保険給付の対象となりません。しかし、様々な疾患等によって厚生労働省の示
した状態像に該当する方については、例外的に福祉用具貸与の給付が認められています。



２.軽度者における福祉用具貸与の届出
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しっかりサービス担当者
会議を行いましょう！！



２.軽度者における福祉用具貸与の届出
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◆留意事項
・原則、福祉用具貸与前に届出ること。貸与後に届け出がされた場合
については、届出日からの承認となります

・新規・更新・暫定・区分変更時・居宅介護支援事業所の変更時にも
届出が必要です

◆届出書類
・軽度者に対する指定（介護予防）福祉用具貸与に係る届出書
・居宅サービス計画書（1・2・4表）の写し
または、介護予防サービス支援計画書（A・B・E表）の写し

○ ○○○

◆届出時期
・原則、貸与開始前に提出してください

✓

例）重度の関節リウマチで、関節のこわばりが朝方に強くなり、
時間帯によって変化がある。



２.福祉用具の再購入について
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【町田市ホームページ】
トップページ＞医療・福祉＞介護保険＞事業者の方へ＞福祉用具＞福祉用具の再購入及び特殊な案件について（介護保険）

【きゅうふさぷり】掲載なし

◆再購入が認められる事由
・過去に購入した福祉用具が破損した場合
・利用者の介護の必要の程度が著しく高くなった場合
・その他特別の事情がある場合

◆福祉用具の再購入について
福祉用具購入費については、既に同一種目を購入している場合は、
支給できないものとなります。ただし、以下の3つのいずれかに
該当しており、市が必要と認めた時は支給される場合があります。

◆留意事項
・再購入を希望される場合は、事前に介護保険課への確認が必要。
確認書の提出がなく、購入された場合は支給対象外です。
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【町田市ホームページ】掲載なし
【きゅうふさぷり】Vol.２,Vol.８

２.ショートステイ半数超えの届出

◆特に必要と認められる場合とは
１.虐待など緊急により在宅生活が望めない場合
２.主たる介護者が入院等で、長期でのショートステイを必要とした場合
３.介護サービス等を調整しても在宅生活が困難であり、複数の施設で待機者となっている場合
４.特養の入所待ち中で、入所の優先度が高いなどの早期解消が望める場合

◆ショートステイ半数超えについて
介護支援専門員は、居宅サービス計画に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を位置付ける場
合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活の維持に十分に留意するものとし、利用
者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所生活介護及び短期入所
療養介護を利用する日数が要介護認定の有効期間のおおむね半数を超えないようにしなければな
らない。

厚労省令第38号「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準」13条21項
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２.ショートステイ半数超えの届出

◆届出書類
・短期入所サービス利用日数が有効期間の半数を超える理由書
・最新の居宅サービス計画書（第1～4表）の写し
または、最新の介護予防サービス支援計画書（A～Ｄ表）の写し

・半数を超えると予想される月のサービス提供表（第6表）

◆届出時期
・半数を超える月の前月までに届出が必要

◆留意事項
・届出前に町田市に事前相談を行うことが必要。
・同一利用者につき1回限り届出可。2回目以降は認められない。
・届出がない事業所に所属する主任介護支援専門員は、新規・更新
選考において町田市の推薦を受けることができない場合がある。



２.一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）
を位置づけた場合の届出
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【町田市ホームページ】
トップページ＞医療・福祉＞介護保険＞事業者の方へ＞一定回数以上の訪問介護（生活援護中心型）の届出について

【きゅうふさぷり】Vol.１,Vol.１追加版

◆一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）について
訪問介護における生活援助中心型サービスが、通常の利用状況からかけ離れていた利用回数と
なっているケアプランについて、訪問介護が必要な理由を記載したケアプランを市に届出る必要
があります。

要介護１：２７回 要介護２：３４回 要介護３：４３回 要介護４：３８回 要介護５：３１回

◆届出の流れ

居宅介護支援事業所 訪問介護事業所 保険者（町田市）

①理由書を作成する。訪問介護事業所に
現状についての書類の作成を依頼する。

②ケアプランの作成（変更）の翌月末までに、
届出書類を介護保険課に届出る。

②ケアプランの作成（変更）の翌月末までに、
現状についての書類を介護保険課に届出る。

③理由書とケアプランの内容に整合性がとられているか、
ケアプランで一定回数以上の生活援助利用の妥当性を
判断できるかを確認する。

④確認通知と現状についての書類を居宅介護支援事業所
へ送付する。整合性や妥当性確認できない場合には、
居宅介護支援事業所へ連絡する。内容によっては、
来庁してもらい検証の場を設ける。また、ケアマネジメント
勉強会での事例提出をお願いする。



２.一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）
を位置づけた場合の届出
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◆届出時期
ケアプランの作成（変更）の翌月末まで

◆届出書類（居宅介護支援事業所）
・一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）の利用に関する理由書
・一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）利用者の状況について
・居宅サービス計画書(第１～４表、６表、７表)の写し

◆届出書類（訪問介護事業所）
・一定回数以上の訪問介護(生活援助中心型)利用者の現状について

◆留意事項
・厚労省の定める回数を超えてはいけないというわけではなく、超える
必要性がケアプランに記載されており、利用の妥当性を判断できれば、
市としてケアプランを是正するものではありません。

・届出がない事業所に所属する主任介護支援専門員は、新規・更新選考
において町田市の推薦を受けることができない場合があります。



２.一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）
を位置づけた場合の届出
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◆生活援助の算定の考え方を整理しましょう



２.一定回数以上の訪問介護（生活援助中心型）
を位置づけた場合の届出
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◆やむを得ない事情とは
・介護負担により共倒れの危険性がある
・虐待により家事援助が見込めない

やむを得ない事情として算定する場合
家族のアセスメントが重要です！！



２.暫定プランの取り扱い
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◆暫定プランとは
文字通り、「暫定でケアプランを立てること」です。介護を受けられる方の要介護度がどの程度であるか予
想を立てケアプランを作成し、介護保険サービスを開始することです。

◆どんな時に暫定プランが必要か
・新規申請で認定結果前に緊急でサービスの導入が必要な場合
・区分変更を行う場合
・更新認定の結果が更新認定開始日よりも後になる場合（認定結果が遅れた場合）

◆暫定プラン作成から確定プラン交付までの注意点
・認定結果確定前に本当にサービスの導入が必要かアセスメントを行う
・通常のケアプラン作成と同様にケアマネジメントの一連のプロセスを実施する
・区分支給限度額超過等による自費の可能性に関し、本人・家族に事前説明し了承を得る
・要支援・要介護の想定が難しい場合は、高齢者支援センターと連携し、必要最低限のサービス量とする
・モニタリングを実施する
・暫定プラン作成日は、作成した日付を記載する。
・認定結果確定後、要介護度を記載してケアプランに署名・日付を記載し、交付する。

◆居宅サービス計画作成依頼の届出書（居宅届）の提出タイミング
暫定プランを作成した時点で、届出書が必要です。
要支援・要介護の想定が難しい場合は、両方の届出書が必要です。

要支援？
要介護？
どっちだろう…

【町田市ホームページ】掲載なし
【きゅうふさぷり】Vol.３



２．モニタリング時に確認いただきたい内容
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◆負担割合証の確認

負担割合の変更
世帯や所得等に変更が生じると負担割合が変更になる場合があります。
変更になった場合は、新しい負担割合証を送付しています。

【変更事由】
・第1号被保険者（65歳以上）世帯員の転入出の場合
・第1号被保険者（65歳以上）世帯員の死亡の場合
・世帯員が新たに65歳に到達した場合
・確定申告の遅れなどにより、判定が正しくされなかった場合
・修正申告等による所得更生がある場合

負担割合証とは
負担割合は、前年の所得等により、割合を決定しています。
サービス事業者等が利用者の負担割合を確認できるよう証交付をしています。
毎年7月に要支援・要介護認定者全員に交付しています。
有効期間は毎年8月1日～翌年7月31日です。



２．モニタリング時に確認いただきたい内容
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◆被保険者証の確認

給付制限（給付額の減額）とは
納期限後も介護保険料を納めず２年経過すると、納めるこ
とができなくなります。納めることができなくなった保険
料があると、その期間に応じて給付制限（給付額の減額）
がかかります。

給付制限の内容

１.介護サービスを利用する際の自己負担割合が３割に引き
上げられます。なお、３割の方は４割負担となります。

２.負担限度額認定及び高額介護サービス費の負担軽減措置
が受けられなくなります。

【きゅうふさぷり】Vol.５

令和
令和



３.居宅介護支援事業所単位で抽出する
ケアプラン検証の届出について
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３.居宅介護支援事業所単位で抽出する
ケアプラン検証の届出
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◆居宅介護支援事業所単位で抽出するケアプラン検証について
令和3年10月より、利用者の意向や状態にあった訪問介護の提供につなげることのできるケアプランの作成に
資することを目的として実施。居宅支援事業所ごとにみて区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつその
利用サービスに占める訪問介護の割合が高いケアプランのうち、市が指定するものについて届出が必要です。
「区分支給基準限度額の利用割合が7割以上、かつ、その利用サービスの6割以上が訪問介護」での抽出。

【町田市ホームページ】掲載なし
【きゅうふさぷり】Vol.９ 【介護保険最新情報】Vol.１００９



３.居宅介護支援事業所単位で抽出する
ケアプラン検証の届出
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◆届出書類
・各対象者の最新の居宅サービス計画書（第１表～４表）の写し
※対象の介護度別に1件提出

・各対象者のケアプラン検証における居宅サービス計画書等の届出書

◆届出時期
・市が指定した期日まで

◆留意事項
・ 訪問介護の利用の必要性が確認できれば、市として、

サービスの利用を制限するものではありません。



３.居宅介護支援事業所単位で抽出する
ケアプラン検証の届出
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◆届出の流れ

居宅介護支援事業所保険者（町田市）

①国保連からの提供データをもとに対象事業所を抽出
する。

②居宅介護支援事業所に届出書類の作成を依頼する。

③翌月末までに、 届出書類を介護保険課に届出る。

④届出書とケアプランの内容に整合性がとられているか、
ケアプランで訪問介護の必要性を判断できるかを確認す
る。

⑤確認通知を居宅介護支援事業所へ送付する。
整合性や必要性を確認できない場合は、居宅介護支援
事業所へ連絡する。 ⑥訪問介護の必要性を確認できない場合は、次回のケアプラン

更新時に、届出書とケアプランを再度提出する。また、内容
によっては、ケアマネジメント勉強会に事例を提供する。



４.判断に迷った時の手順
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４.判断に迷った時の手順

31

①自分で調べる、事業所内で確認する

②それでもわからない場合は、介護保険課給付係に確認する

③給付係の回答や根拠をもとに、事業所で判断を行う

⇒厚労省のＱ＆Ａ、介護保険最新情報、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関す
る基準、きゅうふさぷり等を用いて調べる。

⇒このように考えたがどうか？ここまで調べたがわからなかったなど、経過を伝える。



ご清聴ありがとうございました。
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